
・高尾駅から南へ1.2kmに位置し、八王子都市計
画道路3・3・2号線及び八王子都市計画道路3・
4・63号線に面した交通利便性の高い地区です。

・地区内には、館ヶ丘団地の都市機能の維持に資す
る汚水処理場や調整池等が計画的に配置されてい
ますが、団地建設後40年余りが経過する中で、汚
水処理場の機能は廃止されて、未利用地となって
います。
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JR中央線 高尾駅
京王高尾線 高尾駅

地区計画区域
（地区整備計画区域）

東京医科大学
八王子医療センター

拓殖大学

東京医科大学
八王子医療センター

拓殖大学

狭間工業団地

東浅川工業団地

調整池 調整池

汚水処理場跡地

UR館ヶ丘団地

１．対象区域の位置

館ヶ丘西地区 都市計画変更原案説明資料
令和8年（2026年）4月15日 都市計画課

都市計画変更原案説明資料

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の1地形
図を利用して作成したものである。（承認番号）７都市基交著第44号
（承認番号）７都市基街都第141号、令和７年７月10日



2

【まちづくりの目標】
豊かな緑と共に多様な世代が

生き生きと暮らし続けられる館ヶ丘
～郊外型団地の再生モデルを目指して～

・居住者の高齢化
・築年数の経過
・新たな土地利用ニーズ    

など

平成28年2月

館ヶ丘団地まちづくり計画（団地再生方針）

平成28年6月

平成26年10月
八王子市とUR都市機構

協定締結
（モデル地区：館ヶ丘団地）

「八王子市土地利用制度の活用方針」策定

必要に応じて団地毎の特性や住民意向を踏まえた団地再生方針を
作成するとともに、一団地の住宅施設の地区計画移行を進める。

【まちづくりテーマ】
（１）高齢者が安心して暮らせる住宅・支援サービス
（２）若～子育て層を呼び込む住宅・住環境
（３）多世代交流や生きがい・楽しみの場づくり

昭和47年2月

「館町一団地の住宅施設」決定 建設・入居開始

「館町一団地の住宅施設」の廃止

平成29年3月

「館ヶ丘団地地区地区計画」の決定 「館ヶ丘西地区地区計画」の決定 今回の対象区域

２．これまでの経過
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3

土地利用計画及び事業区域

＜生活サービス地区＞
○在宅での暮らしを支える医療福祉
サービスの拠点
○多世代交流の場の充実（シルバー
ふらっと等と連携など）

＜生活サービス複合住宅地区＞
○重介護期において住み続けられる
住宅・施設等の提供
○若年～子育て層を呼び込む
住宅供給

○地域活動を支える利便・生活サー
ビス施設の提供

＜住宅地区＞
○安心して住み続けられる住宅の
継続管理
○若年層を呼び込む住宅改修・PR
の実施

＜沿道施設ゾーン＞
○町田街道や八王子南バイパスの
開通に伴う沿道的な土地利用

○保育園などと連携した子育て支
援・サービスの充実

○公園、広場の豊かな緑環境を活か
した生きがい等の場の創出

館ヶ丘西地区地区計画

※対象区域

館ヶ丘団地地区地区計画

新たな土地利用を検討

新たな土地利用を検討

２．これまでの経過

館ヶ丘団地まちづくり計画（団地再生方針）



■ 20 年後の都市ビジョンと都市づくりの主要課題

工業地
（▼工業地 ）

狭間工業団地の一部などを工業地として位置づけ、研究開発機能の充実や
高度化を図るとともに、圏央道高尾山ICへのアクセス性を活かして、操業環
境の維持・向上に努めます。

■ 地域づくりの方針：西南部（土地利用）

■ 都市づくりの方針

３．上位計画（八王子市都市計画マスタ－プラン（令和７年１月))

4
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用途地域等 ※( )内の区域に変更ありません。 地区計画

用途地域 建蔽率 容積率 高度地区
高さの
限度

防火地域及び
準防火地域

地区区分

現行
第一種中高層
住居専用地域

60％
(30%)
(50%)

200％
(100%)
(150%)

第二種高度地区
(第一種高度地区)
(第二種高度地区)

なし 準防火地域 館ヶ丘西地区地区計画

４．現在の都市計画について

館ヶ丘西地区地区計画
の区域
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用途地域等 ※( )内の区域に変更ありません。 地区計画

用途地域 建蔽率 容積率 高度地区
高さの
限度

防火地域及び
準防火地域

地区区分

現行
第一種中高層
住居専用地域

60％
(30%)
(50%)

200％
(100%)
(150%)

第二種高度地区
(第一種高度地区)
(第二種高度地区)

なし 準防火地域 地区区分なし

変更後

準工業地域 60％ 200％ 第二種高度地区 なし 準防火地域 沿道施設地区

第一種中高層
住居専用地域

60％
(30%)
(50%)

200％
(100%)
(150%)

第二種高度地区
(第一種高度地区)
(第二種高度地区)

なし 準防火地域 住宅地区

館ヶ丘西地区地区計画の区域

５．都市計画変更原案について

現行 変更後

区分を２つに分割

現行は１つの区分

変更後の用途地域図を挿入
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●「地区計画の目標」及び「区域の整備・開発及び保全に関する方針」

現行 変更後

地区計画の目標

緑豊かな市街地環境を継承するとともに、交通利便性を活かした地区内外の

利便性向上に資する生活利便施設等の立地誘導を図ることにより、活力ある魅

力あふれる市街地環境の形成を目指す。

緑豊かな市街地環境を継承するとともに、交通利便性を活かした研究開発・産

業機能等や地区内外の利便性向上に資する生活利便施設の立地誘導を図るこ

とにより、活力ある魅力あふれる市街地環境の形成を目指す。

土地利用の方針

地区内に残された自然緑地の維持・保全を図りつつ良好な住宅市街地の形

成を図るとともに、利便施設、生活サービス施設等、周辺住宅地の生活を支

える生活利便施設が複合する土地利用の形成を図る。また、良好な景観と緑

豊かな市街地を形成するため、地区内の樹林地及び草地などについて緑地と

して保全に努めるとともに、地区内の緑化を促進する。

＜沿道施設地区＞

地区内に残された自然緑地の維持・保全を図りつつ本市の職住近接や産業

振興に資する流通・物流業や製造業などの施設や地域の利便性向上に資する

施設の立地誘導を図る。

＜住宅地区＞

地区内に残された自然緑地や都市機能の維持に資する調整池等の維持・保

全を図りつつ、ゆとりと潤いのある良好な市街地の形成を図る。

５．都市計画変更原案について
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●地区計画（地区整備計画）

現行 変更後

地区施設の配置及び規模
種類 名称 面積 種類 名称 面積

緑地

緑地１号 約11,550㎡

緑地

緑地１号 約10,060㎡

緑地２号 約2,200㎡ 緑地２号 約2,290㎡

再測量した結果にもとづいて、
それぞれの面積を修正します。

※地区界の根拠に変更はありません。

緑地１号

緑地２号

５．都市計画変更原案について



現行 変更後（沿道施設地区）

建築物等の用途の制限

次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。

１．神社、寺院、教会その他これらに類するもの

２．学校（大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校を除く）

３．自動車車庫（建築物に付属するものを除く）

次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。

１．住宅 

２．住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもの 

３．共同住宅、寄宿舎又は下宿

４．神社、寺院、教会その他これらに類するもの

５．学校

６．老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 

７．集会場又は集会所

８．公衆浴場

９．ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する運動施設

１０．ホテル、旅館

１１．自動車教習所

１２．マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券販売所、場外車券売

場その他これらに類するもの

１３．カラオケボックスその他これに類するもの

１４．劇場、映画館、演芸場若しくは観覧場又はナイトクラブその他これら

に類するもの

１５．キャバレー、料理店その他これらに類するもの

１６．建築基準法施行令(昭和25年政令第338号)第130条の9に規定する危険

物の貯蔵又は処理に供する建築物のうち火薬類の貯蔵又は処理に供す

る建築物

9

●地区整備計画 ※住宅地区は現行の規定内容から変更はありません。

産業系用途の立地誘導を図るため、
住居系・福祉系・娯楽系・風営法系を制限します。
（１４ページの一覧を参照。）

５．都市計画変更原案について



現行 変更後（沿道施設地区）

建築物の敷地面積の最低限度

１２０㎡ ５００㎡

建築物等の高さの最高限度

―

建築物の高さの最高限度は、２０ｍとする。ただし、都市計画河川からの距

離が１０ｍ以内の部分にある建築物及び建築物の部分の高さの最高限度は、

１５ｍとする。

壁面の位置の制限

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界線までの距離は0.7m以

上とし、道路境界線までの距離は1m以上としなければならない。ただし、こ

の距離に満たない位置にある建築物又は建築物の部分が次のいずれかに該当

する場合においては、この限りではない。

１．道路境界線については、外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計

が3m以下であるもの

２．物置その他これに類する用途（自動車車庫を除く。）に供し、軒の高さ

が2.3m以下で、かつ、床面積の合計が5㎡以内であるもの

３．自動車車庫で軒の高さが2.3m以下であるもの

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線及び隣地境界線まで

の距離は、１ｍ以上とし、かつ都市計画河川までの距離は、３ｍ以上としな

ければならない。

10

●地区整備計画 ※住宅地区は現行の規定内容から変更はありません。

敷地の細分化を防止することで、
まとまりのある画地を保全します。

５．都市計画変更原案について

周辺環境との調和を図るため、
都市計画河川から１０ｍまでは、
高さの規制をより低くしています。

周辺環境との調和を図るため、
都市計画河川からは３ｍの後退距
離を取ります。
（その他は１ｍ）
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●地区整備計画 ※住宅地区は現行の規定内容から変更はありません。

５．都市計画変更原案について

都市計画道路：八３・４・６３号線
（町田街道）
（整備済）都市計画河川

（湯殿川）
（整備後を想定）

１
５
ｍ

１０ｍ

２
０
ｍ

高さの
規制ライン

高さの
規制ライン

敷地の地盤面

３ｍ

壁面の位置の
規制ライン

1ｍ

壁面の位置の
規制ライン

隣
地
境
界
線

道
路
境
界
線

都
市
計
画
河
川

（隣地境界線）

（隣地境界線）

（
隣

地
境

界
線

）

（
道
路
境

界
線
）

3m

1m

1m

1m
都
市
計
画
道
路

立面図 平面図



●地区整備計画 ※住宅地区は現行の規定内容から変更はありません。

現行 変更後（沿道施設地区）

建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限

１．建築物等の外観の形態及び色彩は、周囲の環境に調和したものとする。

２．屋上及び屋外設置物は周囲から景観に配慮したものとする。

３．屋外広告物は、過大とならずに周囲の環境と調和するよう色彩、大きさ

及び設置場所に留意し、良好な景観形成、風致を損なわないものとする。

１．建築物等の外観の形態及び色彩は、周囲の環境に調和したものとする。

２．屋上及び屋外設置物は周囲から景観に配慮したものとする。

３．屋外広告物は、過大とならずに周囲の環境と調和するよう色彩、大きさ

及び設置場所に留意し、良好な景観形成、風致を損なわないものとする。

４．建築物等の壁面による圧迫感や長大感を軽減するため、壁面の凹凸や素

材、色彩等を変化させること等によって壁面を分節する意匠とする。

５．都市計画変更原案について

八王子市景観ガイドライン（平成24年3月策定）より抜粋

分節する意匠

12



用途地域・地区計画の告示・条例改正施行

地区計画条例の改正（市議会へ付議）

八王子市都市計画審議会

市民及び利害関係人は、意見書を提出することが
できます(２週間)

都市計画変更案の公告・縦覧（２週間）

地区計画区域内の地権者等は、意見書を提出す
ることができます(３週間）

地区計画原案の公告・縦覧（２週間）

原案説明会 本日

■用途地域、地区計画等の都市計画変更

https://www.city.hachioji.tokyo.jp/shisei/001

/006/001/002/p025752.html

八王子市ホームページ

本日の資料や、今後の本地区に

関わる情報はこちらで公開いた

します。

６．今後のスケジュールについて

13
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１
）

本
表

は
、

改
正

後
の

建
築

基
準

法
別

表
第

二
の

概
要

で
あ

り
、

全
て

の
制

限
に

つ
い

て
掲

載
し

た
も

の
で

は
な

い
。

（
注

２
）

卸
売

市
場

、
火

葬
場

、
と

畜
場

、
汚

物
処

理
場

、
ご

み
焼

却
場

等
は

、
都

市
計

画
区

域
内

に
お

い
て

は
都

市
計

画
決

定
が

必
要

な
ど

、
別

に
規

定
あ

り
。

①
 日

用
品
販
売
店
舗
、
喫
茶
店
、
理
髪
店
、
建
具
屋
等
の
サ
ー
ビ
ス

業
用
店
舗
の
み
。
２
階
以
下

②
 ①

に
加
え
て
、
物
品
販
売
店
舗
、
飲
食
店
、
損
保
代
理
店
・
銀
行

の
支
店
・
宅
地
建
物
取
引
業
者
等
の
サ
ー
ビ
ス
業
用
店
舗
の
み
。
２
階

以
下

③
 ２

階
以
下

④
 物

品
販
売
店
舗
及
び
飲
食
店
を
除
く
。

■
  農

産
物
直
売
所
、
農
家
レ
ス
ト
ラ
ン
等
の
み
。
２
階
以
下

店
舗
等
の
床
面
積
が
5
00㎡

を
超
え
る
も
の

用
途

地
域

内
の

建
築

物
の

用
途

制
限

○
 

 建
て
ら
れ
る
用
途

×
 建

て
ら
れ
な
い
用
途

①
、
②
、
③
、
④
、
▲
、
■
：
面
積
、
階

数
等
の
制
限
あ
り

住
宅
、
共
同
住
宅
、
寄
宿
舎
、
下
宿

兼
用
住
宅
で
、
非
住
宅
部
分
の
床
面
積
が
、
5
0㎡

以
下
か
つ
建
築
物
の
延
べ
面
 
積
の
２
分
の
１
未
満

の
も
の

店舗等

店
舗
等
の
床
面
積
が
1
50㎡

を
超
え
、
50
0

㎡
以
下
の
も
の

事務
所等

事
務
所
等
の
床
面
積
が
150㎡

以
下
の
も
の

▲
２

階
以

下
事
務
所
等
の
床
面
積
が
3,000㎡

を
超
え
る

も
の

ホ
テ
ル
、
旅
館

キ
ャ
バ
レ
ー
、
個
室
付
浴
場
等

公共施設・病院・学校等

幼
稚
園
、
小
学
校
、
中
学
校
、
高
等
学
校

大
学
、
高
等
専
門
学
校
、
専
修
学
校
等

図
書
館
等

巡
査
派
出
所
、
一
定
規
模
以
下
の
郵
便
局

等神
社
、
寺
院
、
教
会
等

病
院

公
衆
浴
場
、
診
療
所
、
保
育
所
等

老
人
ホ
ー
ム
、
身
体
障
害
者
福
祉
ホ
ー
ム

等

遊戯施設・風俗施設

ボ
ー
リ
ン
グ
場
、
ス
ケ
ー
ト
場
、
水
泳

場
、
ゴ
ル
フ
練
習
場
等

カ
ラ
オ
ケ
ボ
ッ
ク
ス
等

麻
雀
屋
、
パ
チ
ン
コ
屋
、
射
的
場
、
馬

券
・
車
券
発
売
所
等

劇
場
、
映
画
館
、
演
芸
場
、
観
覧
場
、
ナ

イ
ト
ク
ラ
ブ
等

(※
)た

だ
し
、
法
令
に
規
定
す
る
建
築
物
の
う
ち
、
火
薬
類
の

　
　
貯
蔵
又
は
処
理
に
供
す
る
建
築
物
は
×

①
 
1,500㎡

以
下
 
２
階
以
下
②
 3
,000㎡

以
下

自
動
車
教
習
所

工場・倉庫等

単
独
車
庫
（
附
属
車
庫
を
除
く
）

建
築
物
附
属
自
動
車
車
庫

①
②
③
に
つ
い
て
は
、
建
築
物
の
延
べ
面

積
の
１
／
２
以
下
か
つ
備
考
欄
に
記
載
の

制
限

倉
庫
業
倉
庫

自
家
用
倉
庫

畜
舎
（
15㎡

を
超
え
る
も
の
）

パ
ン
屋
、
米
屋
、
豆
腐
屋
、
菓
子
屋
、
洋

服
店
、
畳
屋
、
建
具
屋
、
自
転
 車

店
等
で

作
業
場
の
床
面
積
が
5
0㎡

以
下

危
険
性
や
環
境
を
悪
化
さ
せ
る
お
そ
れ
が

非
常
に
少
な
い
工
場

自
動
車
修
理
工
場

危
険
性
が
大
き
い
か
又
は
著
し
く
環
境
を

悪
化
さ
せ
る
お
そ
れ
が
あ
る
工
場

火
薬

、
石

油
類

、
ガ

ス
な

ど
の

危
険

物
の

貯
蔵

・処
理

の
量
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